
1 頁

そ

書２９５箱を引き継い

の

だ。

文書管理システム

他

の適切な利用の推進を

　

図るため、職員を対象

】

とした研修を２回実施

【

しました。
なお、成果

協

指標としている文書の

働

電子決裁化率について

：

は、近年はほぼ横ばい

】

状態となっています。

目

Ｂ：おおむね成果があ

的

がった

・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

統合

種

文書管理システム推進

類

事業

総務部　行政総務

ハ

課

00－xxxxxx ー－xx0000 ○ ●

1

ド

1 市民と市がコミュニ

ソ

ケーションを重ね、相

フ

互の信頼関係を深める

ト

ために
行政改革の

01

根

市民と市がコミュニケ

拠

ーションを重ね、相互

法

の信頼関係を深めるた

令

めに
位置付け

03 誰も

等

が利用しやすい行政サ

対

ービスの提供

職員

□ □

象

□ □

行政文書を統合文

・

書管理システムで一元

受

管理することにより、

益

情報の共有化とペーパ

者

ーレス化を図るため、

事

文書の発生から廃
事務

業

処理の簡素化、効率化

期

、迅速化が図られてい

間

ます。 棄に至るまでを

委

電子的に管理すること

託

を推進します。

文書保

、

存箱引継数 箱

ペーパー

協

レス化による文書保存

働

箱の削減

1,173 1

【

,100 1,750 1

委

,700 1,650 1

託

,650 1,650

1

：

,860 2,202 2

3

,100

- -

- - - -

セ

データベース化された

ク

文書の割合 %

電子決裁

・

文書数／文書管理シス

財

テムに登録された決裁

団

文書数×100

55 5

企

7 57 59 61 61 6

業

1

51 50 51

- -

-

Ｎ

- - -

②：若干遅れて

Ｐ

いる

議会局移転に伴い

Ｏ

、議会局保存の関係文



2 頁

位

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

施

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

策

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

へ

0 0 0 0 0 0 0

0.0

の

0 0.00 0.00

1

貢

.05 0.60 0.5

献

5 0.55 0.55 0

高

.55 0.55

0.0

市

0 0.00 0.00 0

民

.00 0.00 0.0

満

0 0.00

8,811

足

5,014 4,543

度

4,458 4,458

を

4,458 4,458

高

8,811 5,014

め

4,543 4,458

る

4,458 4,458

方

4,458

● ○ ○ ○ ○

策

○ ○

文書の電子化は、

業

情報の共有化だけでな

有

くペーパーレス化によ

効

る財政健全化の効果も

性

期待できるため、引き

継

続き事業を継続して
い

続

きます。

起案文書全体

に

に対する電子決済文書

よ

の増加を進めるため、

る

これに必要な環境づく

成

りに取り組みます。

行

果

政文書の電子化にむけ

向

て、さらなる職員意識

上

の改善を
進めることが

の

必要と考えます。

可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

行政文書の電子化によ

出

る一元管理は、事務処

総

理の簡素化
●□ 、効率

合

化、迅速化に寄与する

評

ものです。

□ ○
■
□ 統

価

合文書管理システムを

市

推進することにより、

民

情報の共
●□ 有化とペ

ニ

ーパーレス化が図られ

ー

ます。

□ ○
■
■ データ

ズ

化による情報の共有、

高

文書保存箱の引継数の

事

削減
●

□ が図られます

業

。
○

□
○

□
□ 文書管理

目

システムの運営コスト

的

の削減についての検討

の

を
○

□ 、引き続き行い

達

ます。
●

□
○

■

起案文

成

書等において、紙決裁

状

に慣れている職員が電

況

子決済に移行しやすい

必

環境を、全庁的に構築

要

していくことが必要と

性

なります
。

情報蓄積、

市

共有化情報蓄積、共有

の

化情報蓄積、共有化情

関

報蓄積、共有化情報蓄

与

積、共有化情報蓄積、

の

共有化情報蓄積、共有

必

化

及びペーパーレス及

要

びペーパーレス及びペ

性

ーパーレス及びペーパ

低

ーレス及びペーパーレ

事

ス及びペーパーレス及

そ

びペーパーレス

化の推

の

進 化の推進 化の推進 化

他

の推進 化の推進 化の推

上

進 化の推進

0 0 0 0 0



1 頁

そ

されます。

400 35

の

0 280 150 120

他

-

390 350 280

　

①：予定どおり

電子納

】

品の本格導入に向けた

【

環境整備と、工事写真

協

の電子化を実施しまし

働

た。また、電子化によ

：

り保存文書が削減され

】

ました。

Ｂ：おおむね

目

成果があがった

的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

工事

種

書類電子納品化事業

総

類

務部　契約検査課

01 ハ－020101－14 ー0000 ○ ●

11 市民

ド

と市がコミュニケーシ

ソ

ョンを重ね、相互の信

フ

頼関係を深めるために

ト

行政改革の
01 市民と

根

市がコミュニケーショ

拠

ンを重ね、相互の信頼

法

関係を深めるために
位

令

置付け
03 誰もが利用

等

しやすい行政サービス

対

の提供

       象       ～ 平成・ ２４年度

□ □ □ □

工事

受

書類及び委託成果品を

益

電子納品化することに

者

より、担当者 担当者間

事

でのデータの共有化を

業

図るとともに、保存文

期

書の削減
間でのデータ

間

の共有化が図られると

委

ともに、保存文書が削

託

減さ のため、工事請負

、

業者が作成する施工・

協

品質管理などの書類や

働

れています。 工事写真

【

について、電子データ

委

によって納品する電子

託

納品を実
施します。

電

：

子納品化率 %

電子納品

3

化された件数／総件数

セ

×100

1 5 10 70

ク

90 -

5 14 28

共有

・

データの活用 %

電子納

財

品化された委託成果品

団

件数／総委託件数×1

企

00

- 15 50 90 1

業

00 -

- 10 34

引継

Ｎ

文書保存箱数 個

工事書

Ｐ

類の電子納品化により

Ｏ

引継文書保存箱が削減



2 頁

位

必要です。

工事等受注

施

者への工事等受注者へ

策

の本格導入への取り本

へ

格導入（次年度本格導

の

入と事業内事業内容の

貢

見直し

普及促進と事業

献

内普及促進と事業内組

高

みと事業内容の以降）

市

への取り組容の見直し

民

等

容の見直し 容の見直

満

し 見直し みと事業内容

足

の見

直し

0 0 0 0 0 0

度

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

を

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

高

0 0

0 848 1,03

め

4 1,224 1,20

る

4 1,204 0

0 84

方

8 1,034 1,22

策

4 1,204 1,20

業

4 0

0.00 0.00

有

85.88

0.90 0

効

.90 0.90 0.9

性

0 0.90 0.90 0

継

.00

0.00 0.0

続

0 0.00 0.00 0

に

.00 0.00 0.0

よ

0

7,552 7,52

る

1 7,434 7,29

成

4 7,294 7,29

果

4 0

7,552 8,3

向

69 8,468 8,5

上

18 8,498 8,4

の

98 0

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

可

完全実施にあたり、全

能

ての工事及び業務委託

性

においてに電子納品が

低

実施されるようにしま

そ

す。

職員の研修を継続

の

し、成果品の検収精度

他

を向上させ、また、請

事

負事業者へ制度の周知

業

徹底をします。

業者へ

の

の説明会等も実施し、

目

段階的実施に向けて順

的

調に
推移しております

､

。

対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

電子納品化の段階的導

出

入をおこない、請負事

総

業者による
●■ 成果品

合

の提出が問題なくされ

評

るよう、説明会等を開

価

催し

□ 、内容を徹底さ

市

せます。 ○
□
□ 職員は

民

もとより、請負事業者

ニ

においても電子データ

ー

での
●□ 管理ができ、

ズ

電子メール等の活用で

高

打合せ時間や図面修

■

事

正等に要する時間を短

業

縮し、時間の有効活用

目

ができるこ ○
□ とで、

的

工事・委託の質の向上

の

を期待されます。

■ 国

達

及び県が推進している

成

「公共事業支援統合シ

状

ステム（
●

□ CALS

況

／EC）に即したシス

必

テムの導入であり、工

要

事書類の
○

□ 電子化と

性

請負事業者の能力向上

市

を目指します。
○

□
■

の

工事写真、設計図等を

関

電子化することにより

与

、紙資源の
●

■ 減量化

の

・引継ぎ書類の保管ス

必

ペースの削減・データ

要

共有
○

□ を図ることに

性

より、標準化や設計時

低

間等の短縮が期待さ
○

事

□ れます。

試行結果の

そ

検証・分析を行った結

の

果、成果物の作成方法

他

等について、ガイドラ

上

インや基準の見直しが



1 頁

そ

ね成果があがった

の他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

電子

種

入札システム活用事業

類

総務部　契約検査課

0 ハ0－xxxxxx－x ーx0000 ○ ●

11 市

ド

民と市がコミュニケー

ソ

ションを重ね、相互の

フ

信頼関係を深めるため

ト

に
行政改革の

01 市民

根

と市がコミュニケーシ

拠

ョンを重ね、相互の信

法

頼関係を深めるために

令

位置付け
03 誰もが利

等

用しやすい行政サービ

対

スの提供

職員・事業者象

■ □ □ □

電子入札シス

・

テムの活用により、入

受

札手続の透明性・競争

益

性の 入札手続の透明性

者

を図るため、契約検査

事

課が発注する物品・一

業

向上を図ります。 般業

期

務委託の入札を電子入

間

札システムで行います

委

。

業種数 種

平成21年

託

度：2種、平成22年

、

度：2種　平成23年

協

度：2種　平成24年

働

度：全面実施

8 10 1

【

2 14 62 -

8 10 1

委

2

- -

- - - -

-

電子

託

入札執行率 %

電子入札

：

執行件数／契約主管課

3

発注の物品・一般業務

セ

委託全入札件数×10

ク

0

40 60 80 85 8

・

6 -

40 60 70

- -

財

- - - -

-

①：予定ど

団

おり

物品については、

企

電子入札の対象範囲を

業

拡大し、契約検査課か

Ｎ

らの発注する清掃業務

Ｐ

委託も電子入札で実施

Ｏ

しました。

Ｂ：おおむ



2 頁

位

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

施

0 0 0 0 0 0 0

0.0

策

0 0.00 0.00

2

へ

.40 2.40 3.4

の

0 3.40 3.40 0

貢

.00 0.00

0.0

献

0 0.00 0.00 0

高

.00 0.00 0.0

市

0 0.00

20,13

民

9 20,055 28,

満

081 27,554 2

足

7,554 0 0

20,

度

139 20,055 2

を

8,081 27,55

高

4 27,554 0 0

●

め

○ ○ ○ ○ ○ ○

平成２４

る

年度の物品の電子入札

方

全面実施に向け、継続

策

して取り組みます。

平

業

成２４年度は、物品の

有

電子入札を全面実施し

効

ます。

物品については

性

、電子入札の全面実施

継

により、入札手続
きの

続

透明性の向上が図られ

に

ると考えます。

よる成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

事業者の手間が軽減さ

出

れるとともに、市にと

総

っては入札
●□ 関連業

合

務の効率化と透明性が

評

向上されます。

■ ○
□

価

□ 競争原理に基づくコ

市

スト削減効果が期待で

民

きます。
●□

■ ○
□
■

ニ

経済性とともに、地元

ー

中小事業者の受注の機

ズ

会の増大が
●

□ 図られ

高

ます。
○

■
○

□
■ かな

事

がわ電子入札システム

業

（神奈川県、県内２８

目

市町村
●

□ 、県内広域

的

水道企業団が共同で運

の

営）を活用した運営を

達

○
□ 図ります。

○
□

平

成

成２４年度の物品の電

状

子入札全面実施にあた

況

っては、対象業種登録

必

者への周知の徹底が必

要

要です。

拡大範囲（業

性

種）拡大範囲（業種）

市

拡大範囲（業種）電子

の

入札の全面実電子入札

関

の全面実（運用）

の検

与

討、拡大対象の検討、

の

拡大対象の検討、拡大

必

対象施に向けた準備、

要

施、拡大対象業種

業種

性

登録者への周業種登録

低

者への周業種登録者へ

事

の周拡大対象業種登録

そ

登録者への周知

知 知 知

の

者への周知

0 0 0 0 0

他

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

上

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0



1 頁

そ

9,513

- -

- - -

の

-

①：予定どおり

住民

他

基本台帳カード普及促

　

進に向けて、広報によ

】

る周知及び国の施策や

【

先進自治体の事例を研

協

究しました。

Ａ：成果

働

があがった

： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

住民

種

基本台帳カード普及推

類

進事業

市民部　市民課

ハ00－xxxxxx－ ーxx0000 ○ ●

11

ド

市民と市がコミュニケ

ソ

ーションを重ね、相互

フ

の信頼関係を深めるた

ト

めに
行政改革の

01 市

根

民と市がコミュニケー

拠

ションを重ね、相互の

法

信頼関係を深めるため

令

に
位置付け

03 誰もが

等

利用しやすい行政サー

対

ビスの提供

住民基本台

象

帳法

市民　証明書等交・ 付申請者 平成２０年度受  ～ 平成２２年度

□

益

□ □ □

住民基本台帳カ

者

ードが普及することに

事

より、窓口利用の利便

業

性 行政サービスの利便

期

性向上のため、住基カ

間

ードを利用した行政
が

委

向上し、誰もが利用し

託

やすい行政サービスが

、

提供されていま サービ

協

スを拡充することなど

働

によりカードの普及を

【

推進します
す。 。また

委

、住基カードで利用で

託

きる自動交付機を市内

：

公共施設に
設置します

3

。

普及促進に向けた周

セ

知回数、検討会議の開

ク

催回数 回

住民基本台帳

・

カードの普及促進に向

財

けた周知回数、検討会

団

議の開催回数

2 4 4

2

企

4 4

- -

- - - -

住基

業

カード発行総数（累計

Ｎ

） 枚

－

5,000 10

Ｐ

,000 10,000

Ｏ

5,558 7,572



2 頁

位

、住

ビスの検討及び推

施

ビスの検討及び推民票

策

等自動交付機民票等自

へ

動交付機

進 進 の整備 の

の

整備

0 0 0 0 0 0 0

0

貢

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

献

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

高

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

市

0 0 0 0

0.00 0.

民

00 0.00

0.20

満

0.20 0.16 0.

足

16 0.00 0.00

度

0.00

0.00 0.

を

00 0.00 0.00

高

0.00 0.00 0.

め

00

1,679 1,6

る

72 1,322 1,2

方

97 0 0 0

1,679

策

1,672 1,322

業

1,297 0 0 0

● ○

有

○ ○ ○ ○ ○

自動交付機

効

の設置を目指してきま

性

したが、試験的にスタ

継

ートした先行実施団体

続

において、コンビニエ

に

ンスストアにおける証

よ

明書
等の交付の今後の

る

動向を踏まえて事業内

成

容を見直すため、平成

果

２３年度から事務事業

向

へ移行します。

自動交

上

付機の設置を目指して

の

きましたが、試験的に

可

スタートした先行実施

能

団体において、コンビ

性

ニエンスストアにおけ

低

る証明書
等の交付の今

そ

後の動向を踏まえて事

の

業内容を見直します。

他

住基カードについては

事

、仕様変更が予定され

業

ていること
や先進実施

の

団体でのコンビニエン

目

スストアにおける証明

的

書等の交付の動向など

､

を踏まえ、継続して交

対

付体制の拡
充、充実を

象

総合的に検討していき

､

ます。

内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

住民サービスの向上、

出

行政サービスの効率化

総

のために、
●■ 住基カ

合

ードの普及促進への取

評

組みは必要です。

■ ○

価

□
□ 住基カードを利用

市

した行政サービスの拡

民

充は、住民の利
●■ 便

ニ

性が向上します。

□ ○

ー

□
■ 住基カードは、電

ズ

子政府・電子自治体の

高

基礎であり、国
●

□ も

事

普及促進を推進してい

業

ることから、妥当と判

目

断します
○

□ 。
○

□
□

的

行政事務が効率化しま

の

す。
●

■
○

□
○

□

自動

達

交付機設置の費用対効

成

果等の有効性及び住基

状

カードの交付枚数の増

況

加に向けた発行体制の

必

確保が課題です。
自動

要

交付機の設置を目指し

性

てきましたが、試験的

市

にスタートした先行実

の

施団体のコンビニエン

関

スストアでの証明書等

与

交付につい
て有効性が

の

課題となっているとこ

必

ろもあり、今後の動向

要

を踏まえ事業内容を見

性

直していきます。

住民

低

基本台帳カー住民基本

事

台帳カー住民基本台帳

そ

カー住民基本台帳カー

の

ドを利用したサードを

他

利用したサードの普及

上

推進、住ドの普及推進



1 頁

そ

る。

平塚市西部福祉会

の

館を開設し、利便性を

他

向上しました。また、

　

市営住宅に指定管理者

】

制度を導入し、営業窓

【

口の利用時間を拡大
し

協

ました。

Ａ：成果があ

働

がった

： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

窓口

種

開庁時間等の拡大推進

類

事業

企画部　行財政改

ハ

革推進課

00－xxx ーxxx－xx0000 ド○ ●

11 市民と市がコ

ソ

ミュニケーションを重

フ

ね、相互の信頼関係を

ト

深めるために
行政改革

根

の
01 市民と市がコミ

拠

ュニケーションを重ね

法

、相互の信頼関係を深

令

めるために
位置付け

0

等

3 誰もが利用しやすい

対

行政サービスの提供

市象 民等

□ □ □ □

市役所窓

・

口や市の公共施設の利

受

便性が高まり、市民サ

益

ービスの 市民サービス

者

の充実を図るため、市

事

役所本庁舎等の窓口開

業

庁時
充実が図られてい

期

ます。 間、休日開庁の

間

あり方を検討します。

委

また、利用者ニーズを

託

的
確に把握し、利用者

、

の利便性を向上するた

協

め、利用時間等の拡
大

働

について検討します。

【

利便性を向上させる施

委

設等 施設

平成19年度

託

に対する施設等の増加

：

数

2 4 6 - - -

3 3 5

3

- -

- - - -

各年度ご

セ

との導入施設の利用増

ク

加率（年間） %

導入に

・

よる施設利用者の増加

財

数／導入前の施設利用

団

者数×100

3 3 3 -

企

- -

10.4 18 3.

業

1

- -

- - - -

②：若

Ｎ

干遅れている

利用時間

Ｐ

の拡大ではなく、施設

Ｏ

等の充実を優先してい



2 頁

位

の拡大の検討

0 0 0 0

施

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

策

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

へ

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

の

0

0 0 0 0 0 0 0

0.

貢

00 0.00 0.00

献

0.35 0.27 0.

高

20 0.00 0.00

市

0.00 0.00

0.

民

00 0.00 0.00

満

0.00 0.00 0.

足

00 0.00

2,93

度

7 2,257 1,65

を

2 0 0 0 0

2,937

高

2,257 1,652

め

0 0 0 0

○ ○ ○ ○ ● ○

る

○

開庁時間の拡大によ

方

り新たな費用が発生す

策

るため、導入について

業

費用対効果を考慮し、

有

慎重に検討する必要が

効

あります。

市民ニーズ

性

の把握に努めるととも

継

に、開庁時間の拡大以

続

外の方法について、研

に

究を進めます。

市民サ

よ

ービスの向上と費用対

る

効果を踏まえて今後取

成

り組
む必要があり、開

果

庁時間の拡大以外の方

向

法についても研
究を進

上

めます。

の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

窓口開庁時間等の拡大

出

により、利用者の増加

総

が図られて
●□ いるこ

合

とから、市民ニーズに

評

合致しており、必要性

価

は高

□ いものと考えま

市

す。 ○
□
□ 窓口開庁時

民

間等の拡大は、利用者

ニ

の利便性を高めること

ー

●■ から、市民満足度

ズ

を高める有効な事業と

高

考えます。

□ ○
□
■ 窓

事

口開庁時間等の拡大推

業

進は、施設利用者の増

目

加になっ
●

□ ているこ

的

とから、その目的、対

の

象、内容ともに妥当で

達

あ
○

□ ると考えます。

成

○
□
□ 窓口開庁時間等

状

の拡大には、指定管理

況

者制度、外部委託
●

□

必

制度の活用等により進

要

められ、効率的な手段

性

により推進
○

□ してい

市

ます。
○

■

市民、利用

の

者のニーズを的確に把

関

握するとともに、効率

与

的、効果的な手法の検

の

討が必要であると考え

必

ます。

通年休日開庁、

要

年通年休日開庁、年通

性

年休日開庁、年

度末年

低

度始めの休度末年度始

事

めの休度末年度始めの

そ

休

日開庁、利用時間日

の

開庁、利用時間日開庁

他

、利用時間

等の拡大の

上

検討 等の拡大の検討 等



1 頁

そ

22年度：100％）

の

47 － － －

89

①：予

他

定どおり

補助金交付要

　

綱について見直しを進

】

め、全ての補助金交付

【

要綱を見直しました。

協

Ａ：成果があがった

働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

補助

種

制度適正化事業

企画部

類

　財政課

00－xxx ハxxx－xx0000 ー○ ●

11 市民と市がコ

ド

ミュニケーションを重

ソ

ね、相互の信頼関係を

フ

深めるために
行政改革

ト

の
01 市民と市がコミ

根

ュニケーションを重ね

拠

、相互の信頼関係を深

法

めるために
位置付け

0

令

3 誰もが利用しやすい

等

行政サービスの提供

 対           象   ～ 平成２２年度・

□ □ □ □

各個別補助金

受

の見直しが進み、補助

益

制度の適正化が図られ

者

てい 補助制度の適正化

事

を図るため、法令等に

業

基づき交付が義務付け

期

ます。 られている補助

間

金を除き、各個別補助

委

金交付要綱について、

託

３
年を限度に見直しま

、

す。

補助金要綱見直し

協

件数 件

補助要綱を見直

働

した件数

84 168 2

【

11 － － －

135 13

委

9 211

- -

- - - -

託

- -

-

補助金交付要綱

：

適正化達成率 ％

現在2

3

11件ある補助金交付

セ

要綱適正化を計画的に

ク

進める。平成20年度

・

：40％、平成21年

財

度：40％、平成2
2

団

年度：20％

40 80

企

－ － －

64 66

補助金

業

交付等の見直し額 百万

Ｎ

円

現在２１１件ある補

Ｐ

助金交付要綱適正化を

Ｏ

計画的に進める（平成



2 頁

位

討

0 0 0 0 0 0 0

0 0

施

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

策

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

へ

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

の

0 0 0

0.00 0.0

貢

0 0.00

0.20 0

献

.20 0.20 0.0

高

0 0.00 0.00 0

市

.00

0.00 0.0

民

0 0.00 0.00 0

満

.00 0.00 0.0

足

0

1,679 1,67

度

2 1,652 0 0 0 0

を

1,679 1,672

高

1,652 0 0 0 0

○

め

○ ○ ○ ○ ● ○

平成２０

る

年度から補助金交付要

方

綱の適正化を行い、す

策

べての補助金交付要綱

業

（２１１件）を見直し

有

ました。今後も、補助

効

金等の
廃止や補助率・

性

対象の見直し等につい

継

ては、財政健全化プラ

続

ンの中で進行管理を行

に

っていきますが、要綱

よ

の見直しに係る本適正

る

化事業は終了となりま

成

す。

恒常的に交付して

果

いる補助金、すでに目

向

的を達成してい
る補助

上

金、縮小･廃止･統合

の

等が可能な補助金等に

可

ついて
引き続き見直し

能

を進めることで、補助

性

金の適切な運用を
図り

低

ます。

その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

一度決められた補助金

出

は、固定化し、特定の

総

ものの既得
●□ 権であ

合

るかのよになる恐れも

評

ありますので、定期的

価

な見

□ 直しをします。

市

○
■
□ 補助金の必要性

民

や効果などの観点から

ニ

見直しを進めるこ
●■

ー

とで、税等が適切に使

ズ

われるようにします。

高

□ ○
□
■ 補助金交付要

事

綱に、その目的や使途

業

を明確にするととも
●

目

□ に、対象外経費など

的

も明らかにし、補助金

の

の適切な運用
○

□ を進

達

めます。
○

□
□ 補助金

成

交付要綱に有効期限を

状

定め、年限が来ると定

況

期的
●

■ な見直しを行

必

うように、仕組みづく

要

りをしています。
○

□

性

○
■

補助率等について

市

、直ちに基準の適用が

の

難しいものもあるため

関

、補助金等の廃止や補

与

助率・対象の見直し等

の

については、今後も
、

必

財政健全化プランの中

要

で進行管理を継続して

性

行っていきます。

補助

低

金交付要綱の平成23

事

年度以降の平成23年

そ

度以降の

見直し、平成

の

23年継続・廃止を検

他

討継続・廃止を検討

度

上

以降の継続・廃

止を検



1 頁

そ

）

161

70

①：予定

の

どおり

保険システム及

他

び福祉総合システム、

　

健康管理システムの開

】

発に取り組み、保険シ

【

ステムを本稼働しまし

協

た。

Ｃ：十分に成果を

働

あげることができなか

：

った

】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

基幹

種

システムのオープンシ

類

ステム化事業

企画部　

ハ

広報・情報政策課

01 ー－020108－01 ド0000 ○ ●

11 市民

ソ

と市がコミュニケーシ

フ

ョンを重ね、相互の信

ト

頼関係を深めるために

根

行政改革の
01 市民と

拠

市がコミュニケーショ

法

ンを重ね、相互の信頼

令

関係を深めるために
位

等

置付け
03 誰もが利用

対

しやすい行政サービス

象

の提供

職員      ・         ～ 受 平成２２年度

□ ■ □ □

益

業務担当課がシステム

者

を選択しやすい環境が

事

整備されていると 業務

業

システムのオープンシ

期

ステム(サーバによる

間

システム)への
ともに

委

、増大しているホスト

託

コンピュータの運用コ

、

ストの削減 移行を完了

協

し、適切な運用管理を

働

行います。
が図られて

【

います。

オープンシス

委

テム移行割合 %

オープ

託

ンシステムシステム数

：

／全業務数（42）×

3

100  22年度は

セ

移行による成果を検証

ク

60 100 100

60

・

100 100

運用経費

財

割合 %

平成17年度を

団

100とした場合の運

企

用経費

131 147

1

業

28 140

運営経費削

Ｎ

減額 百万円

手数料、Ｏ

Ｐ

Ａ機器関係借上料の削

Ｏ

減（平成21年度対比



2 頁

位

,528 0 0 0 0

0.

施

00 0.00 130.

策

23

5.00 4.60

へ

3.00 4.60 0.

の

00 0.00 0.00

貢

0.00 0.90 0.

献

90 0.00 0.00

高

0.00 0.00

41

市

,955 41,543

民

27,846 37,2

満

79 0 0 0

41,95

足

5 841,076 80

度

1,374 37,27

を

9 0 0 0

○ ○ ○ ○ ○ ●

高

○

平成２１年度でオー

め

プン化は終了するため

る

、行政改革事業として

方

の位置付けは終了とな

策

ります。今後は、事務

業

事業として全オー
プン

有

化システムの継続的運

効

用を行います。

オープ

性

ン化は終了し、全オー

継

プン化システムの継続

続

的運用を行います。

新

に

システムへの移行及び

よ

安定運用に向け、開発

る

業者・業
務担当課と連

成

携して環境整備を進め

果

ていきます。

向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

増大するホストコンピ

出

ュータの運用コストを

総

削減するた
●■ めに、

合

オープンシステムへの

評

移行は必要です。

□ ○

価

□
□ オープンシステム

市

への移行によって、業

民

務担当課がシス
●□ テ

ニ

ムを選択しやすい環境

ー

が整備されます。

■ ○

ズ

□
■ 業務担当課の環境

高

整備が図られるととも

事

に、運用コスト
○

□ の

業

削減も図られます。
●

目

□
○

□
□ 段階的にオー

的

プンシステムに移行す

の

ることで、開発の負
○

達

■ 荷を軽減します。
●

成

□
○

□

スケジュールに

状

沿って、国保・介護・

況

年金システム等の開発

必

と本稼働を行い、ホス

要

トコンピュータを撤去

性

します。

第１・２グル

市

ープ第３・その他グル

の

全オープンシステ全オ

関

ープンシステ

の運用開

与

始、第３ープの運用開

の

始、ムの継続的運用 ム

必

の継続的運用

・その他

要

グループホストコンピ

性

ュー

の調達・開発 タの

低

撤去

0 0 0 0 0 0 0

0

事

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

そ

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

の

0 799,533 77

他

3,528 0 0 0 0

0

上

799,533 773



1 頁

そ

（前年度実績）

22 2

の

2.2 21 21.4 2

他

1.8 32 32

20.

　

4 20.2 21.4

②

】

：若干遅れている

排出

【

量の把握に時間がかか

協

ったため

燃せるごみの

働

減量を行うため、市民

：

団体とともに水きりの

】

キャンペーンを実施し

目

ました。資源再生物の

的

分別指導を行うため、

・

緊
急雇用対策事業を活

目

用して現場での指導を

標

実施しました。市民向

事

けに平塚市のごみの現

業

状を理解していただく

の

ため「平塚市ごみ
通信

概

」を発行し周知に努め

要

ました。

Ａ：成果があがった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

ごみ

種

の減量化・資源化等推

類

進事業

環境部　資源循

ハ

環課

00－xxxxx ーx－xx0000 ○ ●ド

11 市民と市がコミュ

ソ

ニケーションを重ね、

フ

相互の信頼関係を深め

ト

るために
行政改革の

0

根

1 市民と市がコミュニ

拠

ケーションを重ね、相

法

互の信頼関係を深める

令

ために
位置付け

03 誰

等

もが利用しやすい行政

対

サービスの提供

□ □ □

象

□

市民、事業者に対し

・

て、ごみの処理施設等

受

の状況を伝えること ご

益

みを安定的に処理する

者

ために、キャンペーン

事

等を通じてごみ
により

業

、減量化、資源化など

期

の必要性を訴えて、ご

間

みの総量を の減量化の

委

必要性を伝えます。
減

託

らしていきます。

事業

、

系ごみ多量排出者への

協

指導件数 件

前年度の排

働

出実績に基づく指導件

【

数

68 65 62 59 5

委

6 55 55

68 63 5

託

9

多量排出事業所への

：

立入調査 社

前年度の排

3

出実績に基づく多量排

セ

出事業所への立入調査

ク

数

5 8 10 13 15 1

・

5 15

1 10 7

多量排

財

出事業者による排出量

団

削減率 %

前年度と前々

企

年度の排出実績を比較

業

した削減率

2 2 2 2 2

Ｎ

2 2

3 6.5 7

ごみ資

Ｐ

源化率 %

資源化量／ご

Ｏ

みの総排出量×100



2 頁

位

源化等推進事業 源化等

施

推進事業 源化等推進事

策

業

」の提出要求、実

践

へ

例の紹介

0 0 0 0 0 0

の

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

貢

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

献

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

高

0 0 0 0 0 0

0.00

市

0.00 0.00

0.

民

20 0.50 0.40

満

1.00 1.00 1.

足

00 1.00

0.00

度

0.00 0.00 0.

を

00 0.00 0.00

高

0.00

1,679 4

め

,178 3,304 8

る

,104 8,104 8

方

,104 8,104

1

策

,679 4,178 3

業

,304 8,104 8

有

,104 8,104 8

効

,104

● ○ ○ ○ ○ ○

性

○

市は、排出抑制、資

継

源化、リサイクル化な

続

どで減量化を促します

に

。市民に対しては、こ

よ

のような考え方を機会

る

を捉えて訴えてい
きま

成

す。また、焼却量を削

果

減するため、剪定枝等

向

の資源化、新たなごみ

上

減量化策については、

の

検討していきます。

ご

可

みの減量に適した新し

能

いごみの分別区分の作

性

成に取り組みます。

ご

低

みの減量化、資源化に

そ

向けた施策の実施に取

の

り組みま
す。

他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

ごみの減量は、焼却施

出

設の運転を長期的に、

総

安定的に行
●■ うため

合

に必要です。

□ ○
□
□

評

ごみの減量に対する理

価

解を深めるために、継

市

続して周知
●□ を行う

民

ことは、ごみの減量を

ニ

進めるためには必要で

ー

す。

■ ○
□
■ ごみの排

ズ

出は、市民１人１人が

高

毎日行うことなので、

事

市
●

□ 民のごみに対す

業

る理解を深めていただ

目

くことは、将来の
○

□

的

ごみ処理を考えると必

の

要です。
○

□
□ キャン

達

ペーンやＰＲ用のチラ

成

シの作成をする等様々

状

な手
○

□ 段を使って、

況

ごみ減量化の必要性を

必

訴えていきます。
●

■

要

○
□

ごみの減量化は喫

性

緊の課題です。市は、

市

３Ｒの考え方に沿って

の

減量化・資源化を実施

関

していきます。市民に

与

対しては、機会を捉
え

の

てごみの現状を訴えて

必

いきます。

多量排出事

要

業者にごみの減量化・

性

資ごみの減量化・資ご

低

みの減量化・資ごみの

事

減量化・資ごみの減量

そ

化・資ごみの減量化・

の

資

「減量化等計画書源

他

化等推進事業 源化等推

上

進事業 源化等推進事業



1 頁

そ

0,000 150,0

の

00

84,498 98

他

,051

①：予定どお

　

り

システムの更改を行

】

い、利便性が高まった

【

。

Ｂ：おおむね成果が

協

あがった

働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

ＩＣ

種

Ｔ活用推進事業

企画部

類

　広報・情報政策課

0 ハ1－020106－0 ー70000 ○ ●

11 市

ド

民と市がコミュニケー

ソ

ションを重ね、相互の

フ

信頼関係を深めるため

ト

に
行政改革の

01 市民

根

と市がコミュニケーシ

拠

ョンを重ね、相互の信

法

頼関係を深めるために

令

位置付け
03 誰もが利

等

用しやすい行政サービ

対

スの提供

職員・市民 平象 成２２年度 ～ 

□ □

・

□ □

ＩＣＴ（情報や通

受

信に関する技術の総称

益

）を活用した庁内の情

者

電子申請等のシステム

事

利用を促進し、総合行

業

政ネットワークの
報化

期

と地域情報化が推進さ

間

れ、利便性の高い情報

委

の受発信が構 適切な運

託

用管理を行い、情報セ

、

キュリティの推進を図

協

ります。
築されていま

働

す。

電子申請システム

【

の利用登録者数（累計

委

） 人

400 650 75

託

0 800 850

606

：

703

よくある質問（

3

ＦＡＱ）掲載件数 件

3

セ

20 330 330 33

ク

0 330

316 372

・

電子申請システムの利

財

用件数 件

270 280

団

280 280 280

1

企

44 165

よくある質

業

問（ＦＡＱ）アクセス

Ｎ

件数（累計） 件

100

Ｐ

,000 115,00

Ｏ

0 130,000 14



2 頁

位

整備ほか タ整備ほか

0

施

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

策

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

へ

0 0 0 0 0 0 0

0 0 2

の

8,982 17,77

貢

7 17,777 17,

献

777 17,777

0

高

0 28,982 17,

市

777 17,777 1

民

7,777 17,77

満

7

0.00 0.00 7

足

8.96

0.00 0.

度

00 2.32 1.77

を

1.77 1.77 1.

高

77

0.00 0.00

め

0.00 0.00 0.

る

00 0.00 0.00

方

0 0 19,161 14

策

,345 14,345

業

14,345 14,3

有

45

0 0 48,143

効

32,122 32,1

性

22 32,122 32

継

,122

● ○ ○ ○ ○ ○

続

○

電子申請の利用促進

に

とＦＡＱのデータ整備

よ

等について継続して取

る

り組んでいきます。

各

成

課の地図情報データの

果

整備と庁内共有化の促

向

進を進めていきます。

上

５事業（うち行革４事

の

業）を本事業に統合し

可

、ＩＣＴの
利活用によ

能

る行政事務の改善や市

性

民サービス向上のため

低

、総合的な取り組みを

そ

推進していきます。

の他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

市民の利便性向上や行

出

政事務の簡素化・効率

総

化・標準化
●■ が期待

合

できます。

□ ○
□
□ Ｉ

評

ＣＴを活用した行政事

価

務および行政サービス

市

を見直し
●■ すること

民

により、業務に係るコ

ニ

ストを削減することが

ー

で

■ きます。 ○
□
■ 事

ズ

務の電子化、組織のネ

高

ットワーク化など、行

事

政サービ
○

□ スの業務

業

プロセスを見直すこと

目

ができます。
●

□
○

□

的

□ ＩＣＴを活用した行

の

政事務及び行政サービ

達

スを見直しす
○

■ るこ

成

とのより、事務に係る

状

コストを削減すること

況

ができ
●

□ ます。
○

□

必

電子申請の利用状況改

要

善と情報セキュリティ

性

の維持向上の取り組み

市

が必要。

電子申請の利

の

用促電子申請の利用促

関

電子申請の利用促電子

与

申請の利用促電子申請

の

の利用促

進、よくある

必

質問進、よくある質問

要

進、よくある質問進、

性

よくある質問進、よく

低

ある質問

（ＦＡＱ)の

事

デー （ＦＡＱ)のデー

そ

（ＦＡＱ)のデー （Ｆ

の

ＡＱ)のデー （ＦＡＱ

他

)のデー

タ整備ほか タ

上

整備ほか タ整備ほか タ


	①行政総務課（統合文書）
	②契約検査課（工事）
	③契約検査課（電子）
	④市民課（住カード）
	⑤行財課（窓口開庁）
	⑥財政課（補助制度）
	⑦広報課（基幹システム）
	⑧資源循環課（ごみ減）
	⑨広報課（ICT）



